
無期刑受刑者の仮釈放に係る勉強会について

１ 本勉強会の経緯

本年８月の保岡興治法務大臣（当時）の指示を受け，保護局を中心として，刑事局，矯

正局及び秘書課も加わり，課長級の勉強会を発足。森英介法務大臣の下，引き続き検討を

進め，無期刑受刑者の仮釈放の運用が透明性を持ち，国民に分かりやすい制度となるよう

様々な観点から対応策を協議

２ 仮釈放の手続の流れ

仮釈放の手続の流れについては，別添資料のとおり

３ 報告書の概要

〔無期刑受刑者の仮釈放の運用に関する理解〕

マスコミ報道 インターネットサイトにおけるブログ等を確認したところ 一部に 無， ， 「

， ， 。」期刑受刑者は 受刑後１０年又は十数年が経過すれば 仮釈放が許されて自由になる

等との理解

〔 （ ）〕無期刑の執行状況及び無期刑受刑者に係る仮釈放の運用状況 平成１０年～平成１９年

◎ 無期刑受刑者のうち，仮釈放が許されるのは，多くても年間十数人程度。仮釈放時

の在所期間は２０年以上の者が大半であり，しかも近年長期化傾向

無期刑新仮釈放者の平均在所期間は，平成１０年に２０年１０月であったところ，平成１７年

には２７年２月，平成１９年には３１年１０月

◎ 仮釈放を許されずに相当長期間服役している者が少なくない。

平成１９年末の無期刑受刑者１，６７０人中，在所期間４０～５０年の者は１３人，同５０～

６０年の者は５人

◎ 仮釈放が許された者よりも在所中に死亡する者の方が多数

平成１０年～１９年の無期刑新仮釈放者は７９人，無期刑死亡者は１２０人

〔対応策〕

① 無期刑受刑者の仮釈放の運用についての情報公開

国民に対してより適切に情報を公開し，無期刑の執行状況及び無期刑受刑者に係る仮釈放の運

用状況の透明化を図るため，年１回を目途に，詳細な統計情報を，国民に分かりやすい形で法務

省ホームページに登載するなどして公表

② 仮釈放審理の透明性を更に向上させるための方策

仮釈放審理の行われる時期やその結果を明らかにするなど，無期刑受刑者に係る仮釈放審理の

透明性をより高めるため，執行開始後３０年が経過した時点で，無期刑受刑者に対する仮釈放審

理を実施

③ より慎重かつ適正な仮釈放審理を実現するための方策

無期刑受刑者についての仮釈放審理をより慎重かつ適正な手続により行うため，複数委員によ

る面接，被害者等に対する調査及び検察官に対する意見照会を実施
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 仮釈放の手続の流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
    

 
 
 
 

  
  
 
 

 
   

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

⑥３人の委員による合議 
仮釈放を許すか否かの判断，特別遵守事項等の検討 

 
【仮釈放許可の基準】 

○刑法第２８条 

改悛の状があること 

有期刑は刑期の３分の１，無期刑は１０年を経過していること 

○犯罪をした者及び非行のある少年に対する社会内における処遇に関する規

則（法務省令）第２８条 

・悔悟の情及び改善更生の意欲がある 

・再び犯罪をするおそれがない 

・保護観察に付することが改善更生のために相当である 

・社会の感情が仮釈放を是認すると認められないときには，この限りでは

ない 

⑤委員による調査（更生保護法第２５条第１項） 

保護観察所 

保護観察 

仮 釈 放 を

許す 

保護観察所 

②生活環境の調整
刑事施設 

（服役） 

地方更生保護委員会 

③保護観察官による調査（更生保護法第３６条第１項） 

①身上調査書 

④-2 刑事施設からの申出

によらない審理の開始 

（※④-1 以外で地方委員

会が必要と認める場合）

④-1 刑事施設からの申出による審理の

開始 

仮釈放審理 

仮 釈 放 を

許さない 

刑事施設 

（引き続き服役） 

北海道（札幌市），東北（仙台市），関東（さいたま市），中部（名古屋

市），近畿（大阪市），中国（広島市），四国（高松市），九州（福岡市） 


